
多様な市民活動の促進に向けた取組について 

 

１ 平成 25 年度ＮＰＯ協働推進施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 平成 25 年度ＮＰＯ・ボランティア関連事業 

 

(1) ＮＰＯ活動交流センター管理運営事業費（22,058 千円） 

ア 事業目的 

社会貢献活動の支援に関する条例（平成 10年３月 30 日、県条例第 20号）に基づき、ＮＰＯやボ

ランティア活動が円滑に行なわれるよう側面的な支援を行うとともに、ＮＰＯとの協働を進めるた

めのガイドライン（Ｈ15年３月策定）に基づき、県とＮＰＯとの協働を推進する。 

イ 事業概要 

県民がＮＰＯやボランティア活動に参加しやすい環境づくり、ＮＰＯと地域コミュニティ・企業・

行政など多様な主体との対等なパートナーシップのもとでの協働を推進する拠点として設置する

「ＮＰＯ活動交流センター」の管理運営を行う。また、情報誌（Pin）の発行業務を新たに加え、広

域振興局等での出前相談会（９回程度）を実施する。 

【センターの主な業務】 

・ＮＰＯに関する県民理解の促進業務 

情報収集・情報提供業務、ホームページ等の運営管理、相談等業務、情報誌の発行 

・県民活動交流センター運営調整業務 

総合受付業務、運営調整のための会議開催業務、共用施設・備品の貸出業務 

 

(2) 認定ＮＰＯ法人取得支援事業（2,870 千円） 

ア 事業目的 

「新しい公共」の枢要な担い手となるＮＰＯ法人が持続的に活動することができるよう、ＮＰＯ

法人の運営基盤強化に向けた支援を行う。 

多様な市民活動の促進 
～いわて県民計画 長期ビジョン～ 

「新しい公共」の拡大と定着に向けた普及啓発・

仕組みづくりの支援機能の充実 

「新しい公共」を担うＮＰＯへの支援

機能の充実 
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 イ 事業概要 

認定ＮＰＯ法人制度の普及啓発を図るとともに、認定ＮＰＯ法人専門員を設置し、認定ＮＰＯ法

人の認定取得を目指すＮＰＯ法人に対するきめ細やかな支援を行う。    

 

(3) ＮＰＯ等による復興支援事業（新規：96,195 千円） 

ア 事業目的 

 多様な主体の協働による復興支援活動への助成や活動の担い手となる NPO 等の基礎的な能力や

運営基盤を強化するための取組みを行う。 

 イ 事業概要 

① 復興支援の担い手の運営力強化実践事業 

復興支援の主要な担い手となるＮＰＯ法人等の基礎的能力の強化を図ることにより、高い運営

力を有するＮＰＯ等を育成し、中長期的な被災地の復興や被災者の支援を推進するため実施する

事業へ助成する。 

② 復興支援の担い手の基礎的能力強化事業 

ＮＰＯ等が、会計基準やファンドレイジング講習会等を受講することにより、ＮＰＯ等の運営

基盤の強化を図り、持続的・継続的な活動に繋がるよう支援する。 

 

(4) ＮＰＯ認証等管理事業費（1,642 千円） 

 ア 事業目的 

特定非営利活動促進法及び関係法令に基づき特定非営利活動法人の設立の認証等に係る事務を行

うとともに、社会貢献活動の支援に関する条例に基づき社会貢献活動の支援に関する重要事項を調

査審議する社会貢献活動支援審議会を開催する。 

イ 事業概要 

① ＮＰＯ認証等管理事業・事務費 

非営利活動促進法及び関係法令に基づき、ＮＰＯ法人の設立の認証等に係る事務を行う。 

②  岩手県社会貢献活動支援審議会の開催 

ボランティア・ＮＰＯ活動参加者を中心としたメンバーで構成される審議会を開催し、社会貢

献活動支援施策を調査、審議する。 

    

◆ 政策推進に係る指標     (出典：「いわて県民計画」（第２期アクションプラン)）    

指標 
現状値 

（H22） 

年度目標値 計画目標値 

（H26） （H23） （H24） （H25） 

ＮＰＯ法人数（累計） 349 法人 365 法人 383 法人 401 法人 419 法人 

 

◆ 平成 26年度までの施策推進方策及び指標(出典：「いわて県民計画」（第２期アクションプラン）)    

 


